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Customs Alert 
2021 年 10 月 

タイ国輸出管理規制（DUIs に関する規制）

のアップデート 

※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 
はじめに 

タイ国外国貿易省（DFT）は 2021 年 8 月、大量破壊兵器に関する貿易規制

（TCWMD）法の遵守を強化するための措置に関する公聴会を開催しました。

この措置は、キャッチ・オール規制（CAC）に関する通達が施行される今年度

後半から実施される予定です。今回の措置により、デュアルユースアイテム

（DUI）を取り扱うタイの輸出業者は、世界的な大量破壊兵器開発のリスクを

軽減するために、輸出前に製品、取引、海外の顧客を審査する必要が生じま

す。    

また DFT は既に、2021 年 9 月 6 日付で「輸出管理のための内部コンプライアン

スプログラム（ICP）認証の基準に関する通知」を発出・実施しています。 

本措置の概要 

ICP認証の基準に関する通知 

輸出管理規則が既に施行されている他国（米国、EU、シンガポールなど）と同

様に、タイ政府は、企業が輸出管理のための内部コンプライアンスプログラム

（ICP）を構築するための枠組を導入しました。ICPの目的は、輸出管理規則の

遵守に関する管理義務を、政府からビジネスセクターに移すとともに、各企業

が国際的な取引を安全に行うことができるようにすることです。 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-tax-customs-alert-oct-2021-eng.pdf
http://www2.deloitte.com/us/en.html


ICP認証の基準に関する通達は、ICPを構築するためのガイダンスと手続の枠組

に関する情報を提供しており、この通達によると、ICPには、以下の6つの必須

要素が含まれていなければなりません。 

1) コンプライアンス管理及び手続に関する責任者の任命とその実施 

2) 製品、エンドユーザー、最終用途、及び取引の審査プロセス 

3) 社内研修 

4) 記録の保存と文書化 

5) 自己監査と是正措置 

6) 報告 

この通達に基づき、企業は、DFTから3段階のICPの認証を受けることができま

す。 

1) Good – 6 つの必須要素のうち、少なくとも 2 つの要素を備えた ICP に対

して与えられる認証です。 

2) Very good – 6 つの必須要素のうち、少なくとも 4 つの要素を備えた ICP

に対して与えられる認証です。 

3) Perfect – 必須要素が全て揃っている ICP に対して与えられる認証です。 

現段階では、ICPの構築は必須ではありませんが、企業が輸出コンプライアン

スのリスクを効果的に管理するために、DFTはICPの設立を強く推奨していま

す。ICPの認証を受けていれば、輸出企業はICPを有さない企業に比べ、信頼性

が高いとみなされ、税関、DFT、その他の担当政府機関による監視の対象とな

りにくくなります。また、DFTは、ICP認証の取得状況を公式ウェブサイトで公

開することを予定しており、この取組を通じて、ICPを取得した企業を支援し

ます。 

キャッチ・オール規制に関する通達案 

TCWMD法B.E.2562により、DUIの輸出者は、輸出品（DUIリストに掲載されてい

るものとそれ以外のもの）の仕向地、最終用途、最終使用者について「デュー

デリジェンス」を行わなければなりません。これはキャッチ・オール規制

（CAC）とも呼ばれています。輸出先、最終用途、エンドユーザーのいずれか

が大量破壊兵器の製造やテロに関連する違法行為に関連している場合、輸出者

は取引を停止し、DFTに報告する義務を有します。CACに関するDFT通達案は、

これらのキャッチ・オール規制の内容、条件、及び罰則に関する具体的事項を

定めたもので、2021年末までに発効する予定です。 

◼ 対象品目 

通達案には、以下のようなCACの対象となる項目を含む付属書が含まれます。 

1) DUIアイテムとされているもの、すなわち、民間用と軍事用の両方の目

的を持つ商品、及び 

2) DUIアイテムではないが、大量破壊兵器の開発やテロ目的に使用される

可能性があるもの 

 

◼ 対象となる行為 

通達案では、輸出、再輸出、中継、積替、及び、技術やソフトウェアの移転が

キャッチ・オール規制の対象となっています。 

 



◼ 罰則 

DFT やその他の監視政府機関は、輸出製品が海外での違法行為に使用されよう

としていることを発見又は認識した場合に、その取引を遮断することができま

す。 輸出者がCAC に違反し違法な取引を行おうとしていた場合、または既に行

われていた場合、1 取引につき 20 万バーツ以下の罰金及び／又は 2 年以下の懲

役が科せられます。また、故意に違反した場合には、100 万バーツ以下の罰金

及び／又は 10 年以下の懲役が科せられることになります。 

CAC に基づいて DFT が科す罰則に加えて、輸出者は、関税法第 244 条違反とし

て罰則を科される可能性もあります。この条文によると、輸出制限や禁止措置

を回避した輸出者は、1 取引あたり 50 万バーツ以下の罰金及び／又は 10 年以

下の懲役を科される可能性があります。 

今後の対応 

輸出企業は、自社の製品が、大量破壊兵器に関する貿易規制（TCWMD）法及

びキャッチ・オール規制に関する通達案の規制範囲に該当するかどうかについ

て評価するとともに、該当する可能性がある場合には、輸出管理義務を遵守す

るために適切な措置を講ずることが、今後、必要になります。そのような措置

には、以下が含まれます。 

• 製品在庫の管理、内部リスク評価の実施 

• DFTが規定する重要な要素を含むICPの作成 

• 従業員に対する輸出管理研修の実施 

詳しい情報やサポートをご希望の方は、Deloitte Customs & Tradeのプロフェッ

ショナルにお問い合わせください。 
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